
主要施策名：（１）健康づくりの推進

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

514-1 自殺対策推進事業 総合福祉課

514-2 岱明ふれあい健康センター管理運営事業 保健予防課

514-3
横島総合保健福祉センター「ゆとりーむ」運営管理
事業

保健予防課

（２）健康な体づくり 512-1 フッ化物洗口事業 保健予防課

（３）食育の推進 513-1 食育推進事業 保健予防課

512-2 健康増進事業 保健予防課

512-3 がん検診事業 保健予防課

512-4 レディース検診事業（乳がん・子宮頸がん） 保健予防課

（３）食育の推進 513-2 食生活改善推進員協議会事業 保健予防課

（１）保健活動の拡充 511-1 利用者支援事業（母子保健型） 保健予防課

事務事業本数：10

（４）保健・医療体制
の充実

（２）健康な体づくり

⑤健康で安心な
福祉づくり

（１）健康づくりの
推進

1



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 1 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

50 ％

事務事業の名称 自殺対策推進事業
所管課 総合福祉課

評価者（担当者） 中川雅彦

事務事業コード 514-1 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進
■ 該当施策区分 （４）保健・医療体制の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 自殺対策基本法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市障がい福祉計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

全国で毎年30,000人以上の方が自殺をしている状況を受けて、本市においても自殺予防対策を推進する必要があ
るため。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

対面型相談支援事業を実施し、臨床心理士による相談会を毎月行い、自殺の原因となる要因について、多方面に
渡って対応し自殺を未然に防ぐ。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H21 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容 対面型相談支援事業を実施し、臨床心理士による相談会を毎月行う。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 自殺予防相談会業務

② 自殺予防啓発事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 150 100 90 90 0

起債

H27年度決算 H28年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 180 235 181 181 0

一般財源 30 135 91 91

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.30 0.30 0.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 1,761

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

1,778 1,778 1,778

合　　　　　計 1,941 2,013 1,959 1,959

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

■評価責任者記入欄■

H28実績 H29実績 H30計画

自殺予防相談会業務
臨床心理士による相談会を実
施する。

相談会実施回数 回 18 18 16 16

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績

1 １ 1自殺予防啓発事業 広報紙等で啓発を行う。 啓発実施回数 回 1

1,959

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

H30年度予算

対象（ 市民 68060 67577 67242 66850

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 1,941 2,013 1,959

99.42% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 95.74% （↓） 102.27% （↑）

― 32 32

18 29 24
1 臨床心理士相談件数 臨床心理士による相談件数 件

―

― 0 0

12 14 15
2 玉名市自殺者数 玉名市の自殺者数 人

―

＊成果未達成時の理由
今後、自殺対策計画書の策定や臨床心理士による相談を啓発し、自殺を未然に防ぐ必要がある。また自殺行動計画策定を平成
31年度に策定し、個人の問題から社会全体の問題として認識されるよう自殺対策を総合的に推進し減少に努める。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

対面型相談支援事業を実施し、臨床心理士による相談会を毎月行い、自殺の原因となる要因や背景について、多方面に渡っ
て対応し自殺を未然に防いだ。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

評価責任者（課長）の所見
H31年度で「自殺対策計画書」を策定予定であり、自殺者数は減少しているものの、近年若年層の自殺
が問題視されており、県の補助事業で対応が必要な事業である。

評価責任者

渡邉一正

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も継続的に実施し、自殺予防対策の推進を図る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 5 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

― ％

％

―

事務事業の名称 岱明ふれあい健康センター管理運営事業
所管課 保健予防課

評価者（担当者） 日吉　章

事務事業コード 514-2 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進
■ 該当施策区分 （４）保健・医療体制の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市岱明ふれあい健康センター条例、同条例施行規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市公共施設長期整備計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

保健及び福祉の活動の拠点として、住民の健康保持及び福祉の増進を図るため。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

施設利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

指定管理者による施設の効果的な管理及び運用を行い、施設の利用者が増加することで、健康の保持及び福祉の
増進を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 指定管理

事業主体 国 県 市 民間

H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容

・運営状況等に関する把握及び指定管理者である社会福祉法人玉名
市社会福祉協議会への指導及び助言
・リスク分担に基づき施設の修繕等を実施
・公共施設長期整備計画に基づき実施する施設の中規模修繕

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 岱明ふれあい健康センター指定管理業務

② 岱明ふれあい健康センター維持管理業務

③ 岱明ふれあい健康センター外壁等改修事業

0 0 5,400 71,700 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 35,406 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H27年度決算 H28年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 29,455 30,880 35,779 144,562 0

一般財源 29,455 30,880 30,379 37,456

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.16 0.16 0.15 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 939

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

948 889 1,185

合　　　　　計 30,394 31,828 36,668 145,747

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

■評価責任者記入欄■

H28実績 H29実績 H30計画

岱明ふれあい健康セン
ター指定管理業務

指定管理者による施設の管理
運営を行う。

開館日数 日 311 307 310 312

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績

6 2 2

岱明ふれあい健康セン
ター外壁等改修事業

玉名市公共施設長期整備計画に基づき、岱明
ふれあい健康センターの中規模修繕として外
壁や屋根の改修を行う。

修繕件数 件 *** *** 1 1

岱明ふれあい健康セン
ター維持管理業務

指定管理者との協定に基づき市が
施設の修繕等を行う。

修繕件数 件 3

145,747

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 1 1 3

H30年度予算

対象（ 入館（利用者）者数 57273 62339 53813 53813

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 30,394 31,828 36,668

25.16% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 103.94% （↑） 74.93% （↓）

57273 57000 53813

57273 62339 53813
1 入館（利用者）者数 入館（利用）者の延べ人数 人

59000

2

＊成果未達成時の理由 玉名市の高齢化、人口減少の影響により利用人数が減少してるため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

利用者は年々微減しており、H28年度に熊本地震によって利用人数が伸びた反動で、H29年度は特に利用者が大きく減となっ
ている。施設の老朽化も激しいが、地元の住民の利用もあり、地域施設として維持していく必要がある。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

評価責任者（課長）の所見
公共施設配置計画に基づき、また、施設の保全を計画的に進めながら、岱明地区のふれあいの場とし
て、現状のまま、事業を継続する。

評価責任者

辻　智子

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

H29年度からH31年度にかけて、空調・照明など老朽化した設備の修繕のため、カーボン・マネジメント強化事業を利用した改
修を行っている。H30年度から始まる介護予防・日常生活支援総合事業により利用者数の増加が見込まれる。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 3 項 1 目 5 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

― ％

％

―

事務事業の名称 横島総合保健福祉センター「ゆとりーむ」運営管理事業
所管課 保健予防課

評価者（担当者） 日吉　章

事務事業コード 514-3 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進
■ 該当施策区分 （４）保健・医療体制の充実

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市横島総合保健福祉センター「ゆとりーむ」条例、同施行規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市公共施設長期整備計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

「健康で明るいまちづくり」をめざす本市の地域保健福祉の拠点として、広く市民の保健予防福祉活動を推進し、市
民の健康の保持及び増進、福祉の充実並びに交流を促進するため。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

施設利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

指定管理者による安心して利用できる施設を目指すほか、利用者の健康増進と地域保健福祉の拠点とする。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 指定管理

事業主体 国 県 市 民間

H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容

・運営状況等に関する把握及び指定管理者である社会福祉法人玉名
市社会福祉協議会への助言及び提案
・リスク分担に基づき施設の修繕等を実施
・空調改修のための設計委託、本体工事の実施

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 横島総合保健福祉センター「ゆとりーむ」指定管理業務

② 横島総合保健福祉センター「ゆとりーむ」維持管理業務

③ 横島総合保健センター「ゆとりーむ」空調設備改修事業

0 0 0 3,000 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 10,026 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H27年度決算 H28年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 48,361 65,803 61,828 67,536 0

一般財源 48,361 65,803 61,828 54,510

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.24 0.11 0.15 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 1,409

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

652 889 1,185

合　　　　　計 49,770 66,455 62,717 68,721

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

■評価責任者記入欄■

H28実績 H29実績 H30計画

横島総合保健福祉センター「ゆとりーむ」
指定管理業務

指定管理による施設の管理を
行う

開館日数 日 362 336 337 338

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績

6 5 4

横島総合保健センター「ゆとりーむ」空調
設備改修事業

空調改修のための設計委託、
本体工事を行う

設計・工事件数 件 1 1 2 1

横島総合保健福祉センター「ゆとりーむ」
維持管理業務

指定管理者との協定に基づき市が
施設の修繕等を行う

修繕件数 件 7

68,721

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 1

H30年度予算

対象（ 交流センター、トレーニングセンター利用者数 133248 134702 136629 136629

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 49,770 66,455 62,717

91.26% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 75.71% （↓） 107.48% （↑）

133248 134702 136629

133248 134702 136629
1

交流センター、トレーニングセンター利用者
数

交流センター、トレーニングセンター利
用者の延べ人数

人
140000

16630 20400 20727

21243 20442 20727
2 保健福祉センター利用者数 保健福祉センター利用者の延べ人数 人

17000

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

H28年度からH32年度にかけて、空調など劣化している設備の修繕のため、カーボン・マネジメント強化事業を利用した改修を
行っている。指定管理者と協力し、利用者への影響を抑えられるよう、施設の現状維持を行っていく。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

評価責任者（課長）の所見
公共施設配置計画に基づき、また、施設の保全を計画的に進めながら、横島地区のふれあいの場とし
て、現状のまま、事業を継続する。

評価責任者

辻　智子

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

H29年度は多目的ホール空調が劣化するなど、設備の老朽化が目立ってきたが、施設の利用者は前年度を1927名上回って
いる。特に年間券を利用した入館者数が3000名増加しており、地域の施設として根付いていると考えられるため、カーボン・マ
ネジメントなどを利用して老朽化した設備の修繕を行い、施設を維持していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 2 6

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

50 ％

事務事業の名称 フッ化物洗口事業
所管課 保健予防課

評価者（担当者） 宮島　美希

事務事業コード 512-1 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進
□ 該当施策区分 （２）健康な体づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 熊本県歯及び口腔の健康づくり推進条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市子ども・子育て支援事業計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

歯及び口腔の健康づくりが、全身の健康に重要な役割を果たすため。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

保育園・幼稚園の年中・年長児、小中学校の児童・生徒

意図
（どのような状態にしたいか）

むし歯予防に効果的なフッ化物洗口を行い、第1大臼歯や乳歯・または永久歯の歯質を強化することで、良質な歯及
び口腔にすること。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容

年度初めに園から実施計画書と指示書を提出してもらい、保健予防課
から物品配布を行い、園で実施する。新規に導入する園に対しては、
園医や保健予防課スタッフによる職員説明会・保護者説明会を実施す
る。小中学校に関しては、校医・保健予防課・教育総務課・有明保健所
による保護者説明会・職員説明会を実施し希望調査を行い学校主体で
実施する。初回実施は保健予防課から実施支援を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① フッ化物洗口事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 711 1,267 1,217 1,426 0

起債

H27年度決算 H28年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 3,312 2,316 2,434 2,853 0

一般財源 2,601 1,049 1,217 1,427

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.53 0.53 0.41 0.42

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 3,112

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 1,030 1,026 1,134 1,413

3,140 2,429 2,489

合　　　　　計 6,424 5,456 4,863 5,342

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

■評価責任者記入欄■

H28実績 H29実績 H30計画

フッ化物洗口事業
年中児・年長児は週５回、児童・生徒は週1回
フッ化物洗口液を使用し1分間ぷくぷくうがいを
行う。

フッ化物洗口実施者数 人 5365 5138 5120 5945

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績

5,342

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 1 1 1

H30年度予算

対象（ 保育園、幼稚園の年中・年長児、小中学校児童・生徒 4862 5954 5945 5940

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 6,424 5,456 4,863

90.96% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 144.19% （↑） 112.02% （↑）

100 100 100

92.4 96.3 96.3
1

保育園・幼稚園・認定こども園・小中学校の
フッ化物洗口実施率

フッ化物洗口事業実施施設の数/保育園・幼稚園・認定子
ども園・小中学校の数 ％

100

0.90 0.84 0.70

0.66 0.89 0.76
2 12歳児の一人平均むし歯数 12歳児における一人平均むし歯数 ％

1.00 

＊成果未達成時の理由 未実施の園は、実施しないことが園の方針であり、協力が得られていないため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

平成29年度中に全園及び全小中学校に導入予定だったものの、保育園・幼稚園は一部導入できなかった。今後も、職員説明
会や保護者説明会を開催するとともに、未導入園の園歯科医とも連携しながら、全園導入を目指していく。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

評価責任者（課長）の所見
一部の導入できていない園へ、実施への支援を継続しつつ、適正な事業の実施体制を整えていく。ま
た、虫歯の発生確率や本数等の確認による事業検証を行っていく。

評価責任者

辻　智子

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

当初の計画である全園及び全小中学校への導入を目指し、未実施の保育園・幼稚園に事業を実施してもらえるよう引き続き
支援していく。安心・安全な実施を基本とし、保護者や教員の理解を得られるよう各園・学校に働きかけていく。また、導入済み
の園・学校においては一人でも多く実施ができることを目指し、継続して支援していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 2 8

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

事務事業の名称 食育推進事業
所管課 保健予防課

評価者（担当者） 吉田　勝代

事務事業コード 513-1 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進
□ 該当施策区分 （３）食育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 食育基本法、市食育推進連携会議要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 第3次市食育推進計画、熊本県食育推進計画、玉名市子ども・子育て支援事業計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

あらゆる年代層で朝食欠食や不規則な食事時間、偏った食事内容等、食生活の乱れにより生活習慣病が増加して
いる。また食の外部化が進み、家族と食卓を囲む機会が減少し、孤食等も増加している。豊かな食生活を送ること
は、生涯を通じての生活の質に大きく影響するため食育の推進が重要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、食育関係者、関係団体

意図
（どのような状態にしたいか）

食育の関係機関と連携を図り、子どもから大人まで市民一人ひとりが、健全な食生活を送るために食に関する知識
や理解を高めながら食べる力・生きる力を身につける事ができる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H20 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容

玉名市食育推進連携会議は、「第3次玉名市食育推進計画」に基づき、
総合的な食育の推進を図る。下部組織である作業部会は、市民参加に
よる食育フェア実行委員会を組織し、食育啓発を目的に「たまな健康食
育フェア」を開催している。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 食育推進連携会議・作業部会業務

② たまな健康食育フェア開催業務

③ 第3次玉名市食育推進計画策定事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H27年度決算 H28年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,747 2,920 1,034 1,288 0

一般財源 1,747 2,920 1,034 1,288

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.04 0.91 0.72 0.82

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 6,106

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 32 0 10 0

5,392 4,266 4,859

合　　　　　計 7,853 8,312 5,300 6,147

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

■

□

□

□

□

□

■

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ ■

□ □

■評価責任者記入欄■

H28実績 H29実績 H30計画

食育推進連携会議・作業
部会業務

会議を開催し、計画の進行管理や
事業の検討を行う。

会議開催回数 回 7 8 3 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績

1 1 1

第3次玉名市食育推進計
画策定事業

総合的な食育を推進するために第3次食育推
進計画を策定する
計画実施期間　平成29年度から平成33年度ま
で

計画策定検討会議 回 *** 4 *** ***

たまな健康食育フェア開催
業務

たまな食育フェア等を開催し「食」
の重要性を伝える。

たまな食育フェア開催
回数

回 1

6,147

対象１単位あたりのコスト（千円） 26 16 19 22

H30年度予算

対象（ 食育推進連携会議・作業部会参加者数・食育講演会参加者数 302 520 285 285

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 7,853 8,312 5,300

86.22% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 162.68% （↑） 85.96% （↓）

200 200 200

157 350 200
1 食育講演会参加者数

たまな食育フェア時の食育講演会の参
加者数

人
300

2

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
c

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

若い世代への食育や健康づくりの啓発推進を図るため、男性料理教室、親子で体験できるコーナーを設置した。幼児づれの
参加者が増えてきているため、ゆとりーむを母子コーナーとして、ホール全面を遊び・体験スペースとして利用した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

評価責任者（課長）の所見
第３次食育推進計画に基づき、各事業を実施継続する。 健康食育、フェアについては、費用対効果等
を十分検証し、今後の在り方を検討する必要がある。

評価責任者

辻　智子

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

食育フェアの開催主旨、手法手段等を検討していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 2 9

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

66 ％

事務事業の名称 健康増進事業
所管課 保健予防課

評価者（担当者） 山村崇文

事務事業コード 512-2 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進
□ 該当施策区分 （２）健康な体づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 健康増進法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 健康たまな２１ 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

生活習慣病の予防は重要な課題であり、若い世代からその予防に取り組むことが必要となる。そのためには、食に
ついての正しい知識や運動の習慣化が効果的であり、実践・継続のためには人と人のつながりを強化し、互いに支
えあい、地域の健康課題を考える場など社会環境整備も求められているため。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

生活習慣病予防のために、食についての正しい知識や運動の習慣化に取り組むための学習の場を提供することで
生活習慣病を予防する。また、市民と関係機関・行政が連携を図り、協働で健康づくりの現状・課題・目標・対策につ
いて共有し、市民主体の健康づくりに取り組む。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容

・ヘルスアップ教室はカリキュラムに沿って、健康に関する講話や運動実技、調理実習等、年間
9回の学習会を開催する。
・ゆったりストレッチ教室は健康運動指導士を講師として年間10回の教室を開催し、体操の実技
を行う。
・国保会計で行う健康増進に関する業務のうち、特定健診以外の経費について繰出しを行う。
・地区担当保健師・栄養士が地域の健康づくり活動を推進していく。
・生活保護受給者への健診、人間ドックの歯周病検診等の補助を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　7　）本

① ヘルスアップ教室業務

② ゆったりストレッチ教室業務

③ 国保会計への繰出金業務（人間ドックオプション分等）

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 660 861 890 952 0

起債

H27年度決算 H28年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 13,631 13,163 17,093 18,283 0

一般財源 12,971 12,302 16,203 17,331

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.99 1.29 1.39 1.39

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 5,812

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 586 0 160 0

7,643 8,236 8,236

合　　　　　計 19,443 20,806 25,329 26,519

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

■

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ ■

□ □

■評価責任者記入欄■

H28実績 H29実績 H30計画

ヘルスアップ教室業務
食や運動等の学習会を開催することで食改の
後継者を育成する。 教室開催回数 回 8 8 8 9

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績

9 10 10

国保会計への繰出金業務
（人間ドックオプション分
等）

国保会計で行う健康増進に関する業務のうち、
特定健診以外の経費について繰出しを行う。 *** *** *** ***

ゆったりストレッチ教室業
務

講師によるアロマ・エアロ等を取り
入れた実技指導を行う。

教室開催回数 回 10

26,519

対象１単位あたりのコスト（千円） 14 14 23 28

H30年度予算

対象（ 受講生、受診者数 1402 1464 1118 940

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 19,443 20,806 25,329

80.31% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 97.58% （↓） 62.73% （↓）

70 70 70

48 70 77
1 食生活改善推進員協議会加入率

食生活改善推進員協議会加入者数／
ヘルスアップ教室生数

％
80

80 80 80

75 62 84
2 ゆったりストレッチ教室参加率

ゆったりストレッチ教室出席者数／ゆっ
たりストレッチ教室生数

％
80

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

参加者のニーズや事業を安定して運営できるよう状況を把握し事業を実施した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

評価責任者（課長）の所見
ゆったりストレッチ教室事業は、合併前から実施されている事業で、民間でも同じような事業が展開さ
れ、卒業生が自主グループで活動をされているため、行政の役割は終了したと考え、その事業は終了
する。今後も担当地区保健師・栄養士が地域の健康づくり活動を支援していく。

評価責任者

辻　智子

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も引き続き、参加者のニーズや事業を安定して運営できるよう事業を継続していく。
細事業「ゆったりストレッチ教室業務」は、平成30年度で終了予定。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 2 11

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

事務事業の名称 がん検診事業
所管課 保健予防課

評価者（担当者） 山村崇文

事務事業コード 512-3 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進
□ 該当施策区分 （２）健康な体づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 健康増進法、がん対策基本法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 県がん対策推進計画、健康たまな２１ 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

がんは、全国的に昭和56年から死因の第1位で、総死亡者数の約3割を占める。本市でも、がんが1位で死因の2割
強を占め65歳未満の若い世代では死因の3割に達しており、若い世代の早世予防が早急な課題である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

玉名市在住の40歳以上の住民（子宮頸がん検診については20歳以上の女性）

意図
（どのような状態にしたいか）

市民が、死因上位のがん予防の必要性を認識し、がん検診を受け早期発見・早期治療につなげる。特に若い世代
の検診受診率を向上させ、若くしてがんで亡くなる人の割合を減らす。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容

胃がん、子宮頸がん、乳がん、大腸がん、肺がん、腹部超音波、前立
腺の検診を行う。各自治区へ委託医療機関より検診車が出向き、特定
健診と同時に複合健診を行う。子宮頸がんについては、医療機関での
検診も行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① がん検診事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H27年度決算 H28年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 52,504 50,645 54,362 55,476 0

一般財源 52,504 50,645 54,362 55,476

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.54 1.22 0.65 0.80

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 3,170

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 266 266

7,229 3,851 4,740

合　　　　　計 55,674 57,874 58,213 60,216

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □

■評価責任者記入欄■

H28実績 H29実績 H30計画

がん検診事業
対象者に健診希望調査を行
い、受診券を発送する。

健診希望調査発送数 人 38077 35534 49689 49592

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績

60,216

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 2 1 1

H30年度予算

対象（ 健診希望調査発送数 38077 35534 49689 49592

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 55,674 57,874 58,213

96.49% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 89.77% （↓） 139.02% （↑）

30 30 30

10.6 5.84 6.47
1 検診受診率(胃）

29年度から計算方法を変更　受診者数÷が
ん検診対象年齢の全住民

％
30

30 30 30

20.8 10.24 10.86
2 検診受診率(大腸）

29年度から計算方法を変更　受診者数÷が
ん検診対象年齢の全住民

％
30

＊成果未達成時の理由 対象者が対象年齢の全住民となり、市の集団健診以外での受診状況を得ることが難しく受診率が低下することとなった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

検診業務については医療機関に委託しているため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

平成29年度から特別徴収者を対象者に含めた計算方法に変わり、職域での受診状況の把握のため協会けんぽや、平成29年
度から実施している熊本市内の人間ドックを委託している医療機関からの受診状況の提供を求めたり、受診状況の把握に努
めているが受診率の向上にはつながっていない状況である。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

評価責任者（課長）の所見
がん検診受診率は、国民健康保険の保険者努力支援制度の評価項目に含まれることになり、今後も
受診率向上のため、いろいろな機会をとらえて、受診勧奨を行い、自身の健康管理や早期発見の重要
性等周知に努め、継続して事業を実施していく。

評価責任者

辻　智子

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も受診率向上のため、肺がん検診の巡回場所の再検討を行ったり、巡回場所での大腸がん検診キットの受付などを実施
し、受診者の利便性を図り受診率向上に努める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 2 12

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

50 ％

％

事務事業の名称 レディース検診事業（乳がん・子宮頸がん）
所管課 保健予防課

評価者（担当者） 山村　崇文

事務事業コード 512-4 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進
□ 該当施策区分 （２）健康な体づくり

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 健康増進法、がん対策基本法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 健康たまな２１ 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

女性のがんは、近年若い世代の罹患率、死亡率が上昇しているが、受診率が低く、がんによる死亡者を減少させる
ためには、早期発見・早期治療が不可欠である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

乳がん:40歳の女性、子宮頸がん:20歳の女性

意図
（どのような状態にしたいか）

無料クーポン券を活用することで受診率を向上させ、乳がんと子宮頸がんの早期発見・早期治療を図り、がんで亡く
なる人の割合を減らす。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H21 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容
対象者にクーポン券と検診手帳を交付して女性特有のがん（子宮頸が
ん・乳がん）検診の案内を行う。集団健診や委託医療機関（乳がん、子
宮頸がんとも3医療機関に委託）で無料で受診する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① レディース検診事業（乳がん・子宮頸がん）

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 194 297 248 237 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H27年度決算 H28年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 2,122 1,982 1,528 1,907 0

一般財源 1,928 1,685 1,280 1,670

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.22 0.40 0.25 0.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 1,292

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 67 67

2,370 1,481 1,778

合　　　　　計 3,414 4,352 3,009 3,685
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

■ □ □

□ □

■評価責任者記入欄■

H28実績 H29実績 H30計画

レディース検診事業（乳がん・
子宮頸がん）

対象者に無料クーポン券を送付
し、検診費用を負担する。

クーポン券交付人数 人 694 716 718 673

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績

3,685

対象１単位あたりのコスト（千円） 5 6 4 5

H30年度予算

対象（ クーポン券交付人数 694 716 718 673

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 3,414 4,352 3,009

76.54% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 80.93% （↓） 145.04% （↑）

50 50 50

17.5 12.8 8.63
1 レディース検診受診率（子宮頸がん）

クーポン対象者の受診率＝受診者÷
クーポン対象者

％
50

50 50 50

38.1 39.9 36.9
2 レディース検診受診率（乳がん）

ク－ポン対象者の受診率＝受診者÷
クーポン対象者

％
50

＊成果未達成時の理由 国保以外の受診者は、事業所検診で受診される方が多く市の検診を受けられる方が少ないため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

国からの補助事業であり受益者負担を求めるのは難しい

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

がん検診と同様に対象者への通知を工夫する等できる限り受診勧奨に努めているが、受診率が低下しているため、今年度も
引き続き、早期発見の重要性等の周知に努め、実施していく必要がある。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

評価責任者（課長）の所見
がん検診は、国民健康保険の保険者努力支援制度の評価項目に含まれることになり、今後も受診率
向上のため、いろいろな機会をとらえて、受診勧奨をおこない、自身の健康管理や早期発見の重要性
等周知に努め継続して事業を実施していく。

評価責任者

辻　智子

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

乳幼児健診において、レディース検診の周知を行ったり、成人式の出席者が翌年度に子宮頸がん検診のクーポン対象者であ
るため、成人式等においても子宮頸がん検診の周知活動を行い引き続き、受診率の向上に努める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 2 14

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

事務事業の名称 食生活改善推進員協議会事業
所管課 保健予防課

評価者（担当者） 吉田勝代

事務事業コード 513-2 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進
□ 該当施策区分 （３）食育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 食育基本法、市食生活改善推進員の養成及び育成に関する要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 第3次市食育推進計画、玉名市子ども・子育て支援事業計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

食事の不適切な摂取や運動不足による生活習慣病が増加している。若い世代の調理技術の低下もみられるなど食
生活は、個人及び地域特有の食習慣の影響も大きく、住民自らの取り組みが必要であることから、その支援を行政
に求められているため。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、食生活改善推進員

意図
（どのような状態にしたいか）

食生活改善推進員が、食を中心とした健康づくりを地域へ普及・推進することができ、地域での活動が増える。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容
市民の健康づくりを地域へ普及・推進するための活動を委託する。地
域で食生活改善や食育活動ができるよう、推進員を対象に学習会を開
催するにあたり、一定の人的支援を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 食生活改善推進員協議会支援業務

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H27年度決算 H28年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,802 1,788 2,056 1,725 0

一般財源 1,802 1,788 2,056 1,725

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.41 0.37 0.60 0.70

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 2,407

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 586 0 196 0

2,192 3,555 4,148

合　　　　　計 4,209 3,980 5,611 5,873

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】
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【18】
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【16】

【18】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

■

□

□

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ ■

□ □

■評価責任者記入欄■

H28実績 H29実績 H30計画

食生活改善推進員協議会
支援業務

総会、研修会、学習会を開催し、推
進員の活動を支援する。

研修会等延べ参加者
数

人 290 289 465 420

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績

5,873

対象１単位あたりのコスト（千円） 2 1 3 3

H30年度予算

対象（ 食生活推進員の活動参加者数 1985 2966 2210 2200

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 4,209 3,980 5,611

95.11% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 158.02% （↑） 52.85% （↓）

200 180 170

189 176 169
1 食生活改善推進員数 加入者数 人

200

2500 2500 2100

1985 2966 2210
2 食生活改善推進員地域活動回数

離乳食教室、男性料理教室などの活
動回数

回
2500

＊成果未達成時の理由
会員の高齢化による活動意欲減退により、地域活動が低迷している。そのため会員の活動意欲向上と自身の健康づくりの振り返
りとし、校区学習会などの学習支援に力を入れた。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
c

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

食生活改善推進員協議会と他団体との連携をとり、健康づくり、食育事業の地域活動を行ったが、各団体の体制などで人材の確保や調整が出来ず、十分な活動ができ
なかった。食生活改善推進員の活動目的に「推進員自らが健康管理できる。」「地域で健康づくりの輪を広げることができる。」とあるため、校区（地域）ごとの学習会を行
い、推進員の健康づくりから地域の健康づくりへの意識向上を図った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

評価責任者（課長）の所見
食生活推進員は昭和３４年に発足した全国団体で、平成９年には、財源は一般財源化されている。地域社会の変遷とともに、食生活改善
推進員を取り巻く環境も変化している。玉名市の現状も、会員の高齢化は歯止めが効かず、会員の増加は難しい。今後は、組織の体制・
校区の統合や、食生活改善推進員の役割を再検討する必要がある。

評価責任者

辻　智子

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

会員の加入や後継者の育成など協議会と協同で取り組みたい。しかし会員の高齢化は歯止めが効かず、会員の減少は自然
現象と思われるため組織の体制を見直し、校区の統合を検討する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 4 項 1 目 3 10

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

― ％

― ％

事務事業の名称 利用者支援事業（母子保健型）
所管課 保健予防課

評価者（担当者） 北原久美子

事務事業コード 511-1 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ⑤健康で安心な福祉づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）健康づくりの推進
□ 該当施策区分 （１）保健活動の拡充

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 母子保健法・児童福祉法、玉名市子育て世代包括支援センター要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市子ども・子育て支援事業計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

少子化、核家族化から子育て世代の生活や働き方も多様化し、地域の繋がりの希薄化から妊産婦やその家族を支える力が弱くなり子育て環境は大きく変化している。親は子
どもを育てる喜びや楽しみもある一方で、様々な妊娠の背景等による不安や慣れない育児に戸惑い、子育ての不安や負担感を感じていることも多い。その不安や負担感が子
どもの育ちに影響を与えることも多々あり、産後うつや児童虐待及び子どもの発達への影響等の要因にもなっている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

妊産婦、乳幼児とその保護者。特に妊娠期から産褥期（産後１年）を重点的に支援する。

意図
（どのような状態にしたいか）

生涯の基盤である妊娠、出産、子育てにおいて、地域の人たちや関係機関とのつながりを大切にした切れ目のない
支援の充実を図ることで、子育て世代が安心して出産に臨み豊かな子育てができる体制を構築し、親子の健やかな
成長を支え合う地域を目指すことで、母子保健における児童虐待の予防や早期発見を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 29 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容

妊産婦及び乳幼児の実情を把握し、妊娠・出産・子育てに関する各種
の相談に応じ、必要に応じて支援プランの策定や関係機関との連絡調
整をおこない、妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進に関する支
援をおこなう。

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 母子保健支援員業務

② 妊産婦のための心理相談

③ ネットワーク会議

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 1,632 1,243 0

県支出金 0 0 1,632 1,243 0

起債

H27年度決算 H28年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 0 0 4,897 3,731 0

一般財源 0 0 1,633 1,245

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.00 0.92 1.94

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 0

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 713 2,040

0 5,451 11,495

合　　　　　計 0 0 10,348 15,226

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ ■ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

■評価責任者記入欄■

H28実績 H29実績 H30計画

母子保健支援員業務
支援が必要な妊産婦等の個別支援計画作成、
相談及び家庭訪問等による支援実施。

母子保健支援員による授乳相談
及び母乳ケア対応件数 件 *** *** 43 80

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績

*** 12 24

ネットワーク会議
母子保健ネットワーク会議及びケース検討会
の開催。

関係機関連携会議回
数

回 *** *** 10 10

妊産婦のための心理相談
精神的に支援が必要な妊産婦に対し心理相談
員による個別カウンセリングの実施．一人最大
3回までの利用。

参加実人員 人 ***

15,226

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 7 5

H30年度予算

対象（ 妊産婦、０～３歳児数 0 0 1500 3026

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 0 0 10,348

137.10% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

*** 81 82

*** *** 81.7
1

安心して妊娠・出産・子育てができていると
思う者の割合

４か月児健診での健やか親子２１問診
項目

％
***

*** 11 10

*** *** 11
2 ３歳未満の虐待児数 ０～２歳の被虐待児数推移 ％

***

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

平成29年開始事務事業のため、前回のふりかえりは無し。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

評価責任者（課長）の所見
利用者支援事業：母子保健型は、母子保健法に「母子健康包括支援センター」と明記され、虐待の予
防、早期発見を目的としたものである。現在、保健センターが実施している母子保健事業そのものであ
り、その目的の沿うよう、細事業内容の精査検証を行いながら、事業展開を図る。

評価責任者

辻　智子

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

事業開始して２年目であり、母子保健事業との精査を行い、子育て支援センター（基本型）と連携し費用対効果をみながら事業
展開を図っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】


